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１ はじめに 

 

  地方公共団体の公会計の整備については，「地方公共団体における行政改革の更なる推

進のための指針の策定について（平成１８年８月３１日付け総行整第２４号）」および「公

会計の整備推進について（平成１９年１０月１７日付け総財務第２１８号）」により，平

成２１年度までに，地方公共団体単体ベースおよび関連団体も含む連結ベースで，貸借

対照表，行政コスト計算書，純資産変動計算書および資金収支計算書の４つの財務書類

の整備・公表が要請されました。 

また，これらの財務書類の整備に当たっては，総務省（新地方公会計制度研究会報告

書）が示した「基準モデル」または「総務省方式改訂モデル」のいずれかにより，作成

するよう求められています。 

「総務省方式改訂モデル」は，既存の決算統計情報を活用して，土地や建物などの資

産評価を行い，整備当初から全ての固定資産を把握するのではなく，段階的に整備して

いく方法で，これに対して，「基準モデル」は，当初に現存する全ての固定資産をリスト

アップした上で評価し，整備することから，次年度以降の固定資産の増減を明確に把握

できる特徴があります。 

このようなことから，本市では，固定資産の算定において，より精緻である「基準モ

デル」で，平成２０年度決算から財務書類を作成しています。 

 

【新地方公会計制度（基準モデル）の特徴】 

・民間企業会計の考え方と会計実務を取り入れ，歳入歳出データを発生主義に基づき，  

複式仕分けを行うことにより，現金の収支情報だけではなく，資産・負債（ストック）

や費用（行政コスト）の情報を把握し，一覧にして明示することができる。また，基準

モデルでは，最初から全ての固定資産を洗い出し，公正価値による評価を行うことか

ら，正確な資産や将来負担の把握に適する。 

・従来，個別に管理されていた特別会計や関連団体の会計を連結することにより，地方

公共団体全体の財政状況を把握することができる。 

 

 

２ 対象となる会計の範囲，作成基準など 

 

（１）作成の対象とした会計の範囲 

公表した４つの財務書類は，一般会計に特別会計と公営企業会計をあわせた「単体

ベース」と，本市が関係する公社や財団法人等の関連団体を加えた「連結ベース」の

２つの区分で作成しています。 

   単体・連結の構成は次のとおりです。 

-1- 



 

  区  分 会計・団体名称   
  

 

    
1 一般会計 一般会計   

        
２ 

特別会計 

 

15 

国民健康保険事業特別会計 
        

3 奥の湯温泉事業特別会計 
        

4 老人保健事業特別会計 
        

5 後期高齢者医療事業特別会計 
        

6 介護保険事業特別会計 
        

7 特別養護老人ホーム事業特別会計 
        

8 母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 
        

9 食肉センター事業特別会計 
        

10 競輪事業特別会計 
        

11 中央卸売市場事業特別会計 
        

12 中小企業勤労者福祉共済事業特別会計 
        

13 農業集落排水事業特別会計 
        

14 土地区画整理換地清算事業特別会計 
        

15 駐車場事業特別会計 
        

16 下水道事業特別会計 
        

17 

公営企業                                                                                        

会  計 

4 

※ 介護老人保健施設事業会計 
        

18 病院事業会計 
        

19 水道事業会計 
        

20 塩江簡易水道事業会計   
       

21 

関連団体 

15 

香川県後期高齢者医療広域連合   
       

22 高松市土地開発公社 
        

23 財団法人高松市福祉事業団 
        

24 ※ 香南地域振興有限会社 
        

25 有限会社湯遊しおのえ 
        

26 株式会社高松市食肉卸売市場公社 
        

27 有限会社香南町農業振興公社 
        

28 財団法人高松市学校給食会 
        

29 財団法人高松市スポーツ振興事業団 
        

30 財団法人高松市国際交流協会 
        

31 ※ 財団法人高松勤労者総合福祉振興協会 
        

32 財団法人高松観光コンベンション・ビューロー 
        

33 財団法人高松市花と緑の協会 
        

34 財団法人高松市水道サービス公社 
        

35 財団法人高松市文化芸術財団   
       

・※印の会計・団体は，平成 20年度末に廃止，解散したが，平成 21年度中に清算するため構成に含める。 

・関連団体とは，市からの出資比率が 50％以上の団体および出資比率が 25％以上 50％未満の団体であっ 

て，市が実質的に主導的な立場を有していると認められるもの。 
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（２） 作成に当たっての基準等 

・作成の基準日：平成２２年３月３１日。 

なお，出納整理期間（平成２２年４月１日から５月３１日まで）の収支は， 

作成基準日までに終了したものとみなして処理しています。 

・人口：４２５，８７６人（平成２２年３月３１日現在） 

・高松市土地開発公社の固定資産は，インフラ資産として整理しています。 

・財務書類４表の表示金額は，適宜端数調整しています。 
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３ ４つの財務書類 

 （１）貸借対照表（バランスシート） 

    貸借対照表は，年度末時点で，市の資産がどの程度形成されていて，その財源と

して負債（将来世代による負担）や純資産（これまでの世代による負担）がいくら

かを示しています。 

現行の会計方式は，一会計年度の資金の流れ（フロー）を中心としているため，

資産や負債のストックに関する情報がわかりにくくなっています。 

    そこで，民間企業会計の手法を用いたバランスシートを作成することにより，税

金の投入等で整備された資産の状況や，その資産形成の財源である負債，純資産の

状況を把握することができます。 

 

●貸借対照の区分 

１ 資産の部 金融資産と非金融資産に区分されます。 

（1）金融資産 資金（現金）や税等未収金，有価証券や基金などが該当します。 

（2）非金融資産 住民サービスを提供するために地方公共団体が保有する固定資

産が計上され，庁舎や保育所，学校などの事業用資産と，道路

や公園，上下水道などのインフラ資産に区分されます。 

２ 負債の部 流動負債と非流動負債に区分されます。 

（1）流動負債 翌年度に償還される地方債や取得した資産の未払金，賞与引当

金などが該当します。 

（2）非流動負債 地方公共団体が長期的（翌々年度以降）に負う債務で，次世代

の負担となる地方債，退職給付引当金などが該当します。 

３ 純資産の部 資産と負債の差額です。純資産が減少した場合，現役世代が将

来世代にも利用可能であった資源を消費して便益を受ける一

方，将来世代にその分の負担を先送りしたことを意味し，逆に

純資産が増加した場合は，現役世代が自らの負担によって，将

来世代も利用可能な資源を蓄積し将来世代の負担が軽減された

ことを意味します。 
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（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

  単体 連結   単体 連結 

1 金融資産 48,339 46,822 1 流動負債 26,479 27,040 

   資金 8,344 16,399   未払金及び未払費用 2,128 2,662 

   金融資産（資金以外） 39,995 30,423   前受金及び前受収益 8 8 

  
  

債権 20,722 9,871   賞与引当金 1,575 1,575 

  
  

有価証券 299 1,277   預り金（保管金等） 34 51 

  
  

投資等 18,974 19,275   公債（短期） 20,668 20,668 

2 非金融資産 1,437,856 1,453,399   その他流動負債 2,066 2,076 

  
 

事業用資産 261,244 261,265 2  非流動負債 272,050 278,150 

  
  

有形固定資産 260,608 260,612 
 
公債 239,735 239,735 

  
  

無形固定資産 432 432   借入金 150 6,044 

  
  

棚卸資産 204 221   引当金 32,165 32,371 

  
 

インフラ資産 1,176,451 1,191,973 負債合計 298,529 305,190 

  
 

繰延資産 161 161 純資産の部 

  
     

純資産合計 1,187,666 1,195,031 

資産合計 1,486,195 1,500,221 負債及び純資産合計 1,486,195 1,500,221 

 

【バランスシートからわかること】 

① 資産について 

  資産は，市政運営の資源として用いられ，将来にわたり行政サービスを提供するため

に使用されるものです。 

  本市の総資産は，単体 1 兆 4,862 億円，連結 1 兆 5,002 億円，市民１人当たりに換算

すると単体 349万円，連結 352万円となっています。 

  全体の多くを占めているのが非金融資産で，単体 1 兆 4,379 億円，連結 1 兆 4,534 億

円，市民１人当たり単体 338万円，連結 341万円となっています。 

その内訳は，庁舎や学校などの事業用資産が，単体，連結ともに 2,612 億円，道路や

公園などのインフラ資産が，単体 1兆 1,765 億円，連結 1兆 1,920億円となっています。 

  

② 負債について 

  負債は，地方債など将来において支払の必要があり将来の世代が負担することになる

非流動負債と，短期間のうちに支払期限が到来する流動負債に区分されます。 

  本市の負債は，単体 2,985 億円，連結 3,052 億円となっており，資産全体に占める割

合は，単体 20.1％，連結 20.3％となっています。市民１人当たりでは，単体 70 万円，

連結 72万円となっています。  

 

③ 純資産について 

  純資産は，単体 1 兆 1,877 億円，連結 1 兆 1,950 億円となっており，資産全体に占め

る割合は，単体 79.9％，連結 79.7％，市民１人当たりでは，単体 279 万円，連結 280万

円となっています。 
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（２）行政コスト計算書 

地方公共団体の活動には，資産の形成につながる道路や公園，学校等の公共施設

の整備などのほか，資産の形成につながらない社会保障やごみ処理などの行政サー

ビスがあります。 

行政コスト計算書は，この資産の形成につながらない行政サービスの提供に要す

るコストとそれらに充当する使用料・手数料等の収入を示したものであり，地方公

共団体の行政活動の内容を把握することができます。 

 

 ●コストの区分 

１ 経常業務費用 経常的に発生するもので，人件費，物件費および経費等に分類 

（１）人件費 職員給与費や嘱託職員報酬など 

（２）物件費 
備品や消耗品の購入費，減価償却費，施設の維持補修にかかる経費

など 

（３）経費等 委託費や地方債（利子）など 

２ 移転支出 補助金や生活保護費等の社会保障給付など 

 

   
（単位：百万円） 

      単体 連結 

1 経常業務費用 103,478 111,155 

  （1） 人件費 38,845 39,715 

  （2） 物件費 25,721 33,179 

  （3） 経費 23,557 22,900 

  （4） 業務関連費用 15,355 15,361 

2 移転支出 117,251 116,493 

  （1） 他会計への移転支出 151 0 

  （2） 補助金等移転支出 92,996 92,388 

  （3） 社会保障関係費等移転支出 23,777 23,777 

  （4） その他の移転支出 327 328 

経常費用合計（総行政コスト） 220,729 227,648 

1 経常業務収益 40,919 48,142 

  （1） 業務収益 37,802 45,009 

  （2） 業務関連収益 3,117 3,133 

経常収益合計 40,919 48,142 

純経常費用（純行政コスト） 179,810 179,506 
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【行政コスト計算書からわかること】 

 

行政コスト（経常費用）は，単体 2,207 億円，連結 2,276 億円となっており，市民１人

当たりでは，単体 52 万円，連結 53万円となっています。 

また，行政サービスを利用する対価として市民が負担する使用料・手数料などの経常収

益は，単体 409億円，連結 481億円となっており，市民１人当たりでは，単体 10万円， 

連結 11万円となっています。 

総行政コストから経常収益を差し引いた純行政コストは，単体 1,798億円，連結 

1,795 億円となり，市民１人当たり，単体，連結ともに 42 万円となり，市税や地方交付税

などの一般財源や国・県補助金などで賄っています。 
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（３）純資産変動計算書 

純資産変動計算書は，純資産が１年間でどのように増減したかを示す報告書です。

純資産変動計算書の差引きがプラスであれば貸借対照表における純資産の増加，つ

まり将来世代の負担を軽減したことを意味し，逆にマイナスであれば，貸借対照表

における純資産の減少，つまり将来の負担を増やしたことを意味します。 

 

 

 

 

 ●変動要因の区分 

１ 財源の変動 行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を示す。 

（１）財源の使途 市税や国・県補助金などを使用した経費 

（２）財源の調達 調達した財源の種類 

２ 資産形成充当財源 

の変動 

財源を将来世代も利用可能な固定資産や長期金融資産にど

の程度使用したかを示す。 

（１）固定資産の変動 
当該年度に学校，道路などの社会資本を取得した額と経年

劣化等に伴う減少額との差額 

（２）長期金融資産の

変動 

基金，貸付金，出資金など長期金融資産の当該年度におけ

る増減 

（３）評価・換算差額

等の変動 

固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益と評価損

との差額 

３ その他の純資産の 

変動 
財源，資産形成充当財源の変動以外の変動 
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【純資産変動計算書からわかること】 

 

 純資産は，平成２１年度中に，単体が 197 億円，連結が 193 億円減少し，期末純資産残

高は，それぞれ単体 1兆 1,877億円，連結 1兆 1,950億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
（単位：百万円） 

        単体 連結 

期首純資産残高 1,207,327 1,214,333 

1 財源変動の部 3,028 3,306 

  （1） 財源の使途 224,763 224,459 

  
 

①  純経常費用への財源措置 179,810 179,506 

  
 

②  固定資産形成への財源措置 19,413 19,413 

  
 

③  長期金融資産形成への財源措置 2,725 2,725 

  
 

④  その他の財源の使途 22,815 22,815 

  （2） 財源の調達 227,791 227,765 

  
 

①  税収 70,573 70,573 

  
 

②  社会保険料 17,257 17,257 

  
 

③  移転収入 103,554 103,524 

  
 

④  その他の財源の調達 36,407 36,411 

2 資産形成充当財源変動の部 17,706 17,701 

  （1） 固定資産の変動 15,187 15,182 

  （2） 長期金融資産の変動 851 851 

  （3） 評価・換算差額等の変動 1,668 1,668 

3 その他の純資産の変動の部 △40,395 △40,309 

  （1） 開始時未分析残高の増減 △40,395 △40,309 

当期変動額 △19,661 △19,302 

期末純資産残高 1,187,666 1,195,031 
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（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

資金収支計算書は，資金の１年間の増減を示すもので，どのような活動に資金が

必要であったかを示す報告書です。 

 

 ●収支の区分 

１ 経常的収支 
行政サービスを行う中で，毎年度継続的に収入，支出され

るもの 

２ 資本的収支 
学校，道路などの資産形成や投資，貸付金などの収入，支

出など 

３ 財務的収支 地方債，借入金などの借入，償還など 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
                 （単位：百万円） 

  単体 連結 

1 経常的収支 26,623 27,988 

  （1） 経常的支出 205,167 211,187 

  
 

①  経常業務費用支出 87,916 94,694 

  
 

②  移転支出 117,251 116,493 

  （2） 経常的収入 231,790 239,175 

  
 

①  租税収入 70,456 70,456 

  
 

②  社会保険料収入 17,304 17,304 

  
 

③  経常業務収益収入 40,761 48,153 

  
 

④  移転収入 103,269 103,262 

2 資本的収支 △19,369 △19,369 

  （1） 資本的支出 22,575 22,575 

  
 

①  固定資産形成支出 19,322 19,322 

  
 

②  長期金融資産形成支出 2,726 2,726 

  
 

③  その他資本形成支出 527 527 

  （2） 資本的収入 3,206 3,206 

  
 

①  固定資産売却収入 466 466 

  
 

②  長期金融資産償還収入 1,874 1,874 

  
 

③  その他資本処分収入 866 866 

3 財務的収支 △8,365 △9,311 

  （1） 財務的支出 28,537 29,484 

  
 

①  支払利息支出 5,164 5,224 

  
 

②  元本償還支出 23,373 24,260 

  （2） 財務的収入 20,172 20,173 

  
 

①  公債発行収入 19,938 19,938 

  
 

②  借入金収入 234 234 

  
 

③  その他の財務的収入 0 1 

当期資金収支額 △1,111 △692 

期首資金残高 9,455 17,091 

期末資金残高 8,344 16,399 
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【資金収支計算書からわかること】 

  

＜経常的収支について＞ 

   経常的収支は，単体 266億円，連結 280 億円の黒字となっています。 

   このキャッシュフローの黒字額が小さい場合には，財政構造が硬直化していると考

えられるため，行政活動支出の削減に努めることが必要となります。 

  

＜資本的収支について＞  

   資本的収支は，単体，連結とも 194億円の赤字となっています。  

 

 ＜財務的収支について＞ 

   市債の発行・償還のキャッシュフローである財務的収支は，単体 84億円，連結 

93 億円の赤字となっています。これは，市債の償還が進んでいることを示してい 

ます。 

 

   当期の資金収支額は，単体 11億円の赤字，連結７億円の赤字となっています。 

 

 

 

 本市が採用する「基準モデル」では，経常的収支と資本的収支を合計したものが基礎的

財政収支（プライマリーバランス）と定義しており，一般的にこの額を黒字の範囲内に抑

えることが望ましいと言われています。 

平成２１年度の基礎的財政収支は，単体 72億円，連結 86億円の黒字となっています。 
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４ 前年度比較（連結ベース） 

  

（１）貸借対照表（バランスシート）                 

 

① 資産について 

資産総額は，337 億円減少しましたが，事業用資産の有形固定資産（土地・建物など）

については，前年度に行われた固定資産の評価替に伴い，土地の評価額が下落したことに

よるもの，また，インフラ資産については，下水道や道路などの減価償却による資産価値

の目減りが主な要因です。 

 

② 負債について 

負債総額は，3,052 億円で 144 億円減少し，資産全体に占める割合も，20.3％と 0.5 

ポイント減少しました。 

 公債費は，流動負債（短期），非流動負債それぞれ 23 億円，13 億円減少しました。 

 

③ 純資産について 

 資産の減少に伴い 193 億円減少しましたが，資産総額に対する純資産の割合は，79.7％

と 0.5 ポイント増加しました。 

資 産 の 部 負 債 の 部 

  Ｈ２０ Ｈ２１ 増減   Ｈ２０ Ｈ２１ 増減 

1 金融資産 57,553 46,822 △10,731 1 流動負債 29,667 27,040 △2,627 

   資金 17,091 16,399 △692   未払金及び未払費用 1,873 2,662 789 

   金融資産（資金以外） 40,462 30,423 △10,039   前受金及び前受収益 422 8 △414 

  
  

債権 20,970 9,871 △11,099   賞与引当金 1,616 1,575 △41 

  
  

有価証券 1,278 1,277 △1   預り金（保管金等） 265 51 △214 

  
  

投資等 18,214 19,275 1,061   公債（短期） 22,938 20,668 △2,270 

2 非金融資産 1,476,413 1,453,399 △23,014   その他流動負債 2,553 2,076 △477 

  
 

事業用資産 269,689 261,265 △8,424 2 非流動負債 289,966 278,150 △11,816 

  
  

有形固定資産 268,974 260,612 △8,362   公債 240,985 239,735 △1,250 

  
  

無形固定資産 441 432 △9   借入金 15,902 6,044 △9,858 

  
  

棚卸資産 274 221 △53   引当金 33,079 32,371 △708 

  
 

インフラ資産 1,206,522 1,191,973 △14,549 負債合計 319,633 305,190 △14,443 

  
 

繰延資産 202 161 △41 純資産の部 

  
   

  
  

純資産合計 1,214,333 1,195,031 △19,302 

資産合計 1,533,966 1,500,221 △33,745 負債及び純資産合計 1,533,966 1,500,221 △33,745 
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（単位：百万円） 



 

（２）行政コスト計算書                     

（単位：百万円） 

      Ｈ２０ Ｈ２１ 増減 

1 経常業務費用 117,283 111,155 △6,128 

  （1） 人件費 40,545 39,715 △830 

  （2） 物件費 30,534 33,179 2,645 

  （3） 経費 23,714 22,900 △814 

  （4） 業務関連費用 22,490 15,361 △7,129 

2 移転支出 98,282 116,493 18,211 

  （1） 他会計への移転支出 0 0 0 

  （2） 補助金等移転支出 75,480 92,388 16,908 

  （3） 社会保障関係費等移転支出 22,554 23,777 1,223 

  （4） その他の移転支出 248 328 80 

経常費用合計（総行政コスト） 215,565 227,648 12,083 

1 経常業務収益 58,086 48,142 △9,944 

  （1） 業務収益 55,229 45,009 △10,220 

  （2） 業務関連収益 2,857 3,133 276 

経常収益合計 58,086 48,142 △9,944 

純経常費用（純行政コスト） 157,479 179,506 22,027 

 

 

 経常業務費用（行政コスト）は，1,112 億円となり，人件費や業務関連費用などの減少

に伴い，61 億円減少する一方で，移転支出が，主に補助金や社会保障費などの増加により

182 億円増加しました。 

 

 行政サービスを利用する対価として利用者が負担する使用料・手数料などの経常業務収

益は 481 億円となり，99 億円減少しました。 

 このうち，業務収益の減少要因は，競輪事業の営業収益の減少や，介護老人保健施設こ

くぶんじ荘の民営化に伴う特別会計の廃止などによるものです。 

 

 総行政コストから経常収益を差し引いた純経常費用（純行政コスト）は，前述の理由か

ら 220 億円増加し 1,795 億円となり，不足分は，市税や地方交付税などの一般財源や，

国・県補助金などで補いました。 
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（３）純資産変動計算書                     

（単位：百万円） 

        Ｈ２０ Ｈ２１ 増減 

期首純資産残高 1,221,819 1,214,333 △7,486 

1 財源変動の部 13,375 3,306 △10,069 

  （1） 財源の使途 205,797 224,459 18,662 

  
 

①  純経常費用への財源措置 157,479 179,506 22,027 

  
 

②  固定資産形成への財源措置 18,831 19,413 582 

  
 

③  長期金融資産形成への財源措置 4,062 2,725 △1,337 

  
 

④  その他の財源の使途 25,425 22,815 △2,610 

  （2） 財源の調達 219,172 227,765 8,593 

  
 

①  税収 73,036 70,573 △2,463 

  
 

②  社会保険料 16,477 17,257 780 

  
 

③  移転収入 91,480 103,524 12,044 

  
 

④  その他の財源の調達 38,179 36,411 △1,768 

2 資産形成充当財源変動の部 20,829 17,701 △3,128 

  （1） 固定資産の変動 20,042 15,182 △4,860 

  （2） 長期金融資産の変動 1,108 851 △,257 

  （3） 評価・換算差額等の変動 △ 321 1,668 1,989 

3 その他の純資産の変動の部 △ 41,690 △40,309 1,381 

  （1） 開始時未分析残高の増減 △ 41,690 △40,309 1,381 

当期変動額 △ 7,486 △19,302 △11,816 

期末純資産残高 1,214,333 1,195,031 △19,302 

 

 

 財源の使途のうち，純経常費用への財源措置は 220 億円増加しました。 

 この金額が増加することは，現役世代へのサービス提供が手厚かったことを意味します。

主な要因は，定額給付金や生活保護費を始めとする義務的な経費が増加したことです。 

 これらの財源措置の増加の影響で，純資産は 193 億円減少し，期末純資産高は１兆

1,950 億円となりました。 
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（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）                     

（単位：百万円） 

 

 

① 経常的収支について 

経常的収支は，104 億円減少しましたが，280 億円の黒字となりました。 

 

② 資本的収支について 

資本的収支は，5 億円減少し，194 億円の赤字となりました。 

 また，経常的収支と資本的収支の合計であるプライマリーバランスは，109 億円減少し

たものの，86 億円の黒字を保ち，健全な財政運営が行われていると言えますが，引き続き，

赤字化しないように努めてまいります。 

 

③ 財務的支出について 

 地方債の発行（収入）・償還（支出）のキャッシュフローである財務的収支は，93 億円

の赤字となりましたが，これは地方債の償還が進んでいることを示します。 

  Ｈ２０ Ｈ２１ 増減 

1 経常的収支 38,370 27,988 △10,382 

  （1） 経常的支出 200,811 211,187 10,376 

  
 

① 経常業務費用支出 102,529 94,694 △7,835 

  
 

② 移転支出 98,282 116,493 18,211 

  （2） 経常的収入 239,181 239,175 △6 

  
 

① 租税収入 

租税収入 

73,087 70,456 △2,631 

  
 

② 社会保険料 

社会保険料収入 

16,486 17,304 818 

  
 

③ 経常業務収益収入 

経常業務収益収入 

58,043 48,153 △9,890 

  
 

④ 移転収入 91,565 103,262 11,697 

2 資本的収支 △ 18,822 △19,369 △547 

  （1） 資本的支出 23,561 22,575 △986 

  
 

① 固定資産形成支出 18,831 19,322 491 

  
 

② 長期金融資産形成支出 3,548 2,726 △,822 

  
 

③ その他資本形成支出 1,182 527 △655 

  （2） 資本的収入 4,739 3,206 △1,533 

  
 

① 固定資産売却収入 588 466 △122 

  
 

② 長期金融資産償還収入 2,955 1,874 △1,081 

  
 

③ その他資本処分収入 1,196 866 △330 

3 財務的収支 △ 13,534 △9,311 4,223 

  （1） 財務的支出 36,287 29,484 △6,803 

  
 

① 支払利息支出 5,812 5,224 △588 

  
 

② 元本償還支出 30,475 24,260 △6,215 

  （2） 財務的収入 22,753 20,173 △2,580 

  
 

① 公債発行収入 22,636 19,938 △2,698 

  
 

② 借入金収入 116 234 118 

  
 

③ その他の財務的収入 1 1 0 

当期資金収支額 6,014 △692 △6,706 

期首資金残高 11,077 17,091 6,014 

期末資金残高 17,091 16,399 △692 

-15- 



 

５ 財務書類からわかる主な指標（連結ベース） 

（１）社会資本形成の世代間比率【負債／（事業用資産＋インフラ資産）】 

社会資本の整備結果を示す事業用資産およびインフラ資産の合計額のうち，将来世

代が負担する割合をみることができ，社会資本の約２割を将来世代が負担，現役世代

への負担比率は約８割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）純資産比率【純資産／総資産】 

総資産のうち，返済義務のない純資産の割合を示すもので，純資産比率が高いほど

財政状況が健全であると言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単体】 

1兆 2,073億円（純資産） 

              ＝79.9％ 

1兆 5,105億円（総資産） 

 

 

【連結】 

1兆 2,143億円（純資産） 

              ＝79.2％ 

1兆 5,340億円（総資産） 

 

 

 

 

【単体】 

1兆 1,877億円（純資産） 

              ＝79.9％ 

1兆 4,862億円（総資産） 

 

 

【連結】 

1兆 1,950億円（純資産） 

              ＝79.7％ 

1兆 5,002億円（総資産） 

 

 

 

 

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 
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【単体】 

3,032億円（負債） 

              ＝20.8％ 

1 兆 4,598億円 

（事業用資産＋インフラ資産） 

 

【連結】 

3,196億円（負債） 

              ＝21.7％ 

1 兆 4,762億円 

（事業用資産＋インフラ資産） 

 

 

 

 

【単体】 

2,985億円（負債） 

              ＝20.8％ 

1兆 4,377億円 

（事業用資産＋インフラ資産） 

 

【連結】 

3,052億円（負債） 

              ＝21.0％ 

1兆 4,532億円 

（事業用資産＋インフラ資産） 

 

Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 



 

 

（３）負債比率【負債／純資産】 

純資産に対する負債の割合を示すもので，負債比率が低いほど財政状況が健全であ

ると言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）市民１人当たりの資産，負債および純行政コスト 
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【単体】 

  資産      ３５５万円 

  負債       ７１万円 

純行政コスト   ３９万円 

 

【連結】 

  資産      ３６１万円 

  負債       ７５万円 

  純行政コスト   ３７万円 

 

   Ｈ21.3.31現在人口 425,268人 

【単体】 

  資産      ３４９万円 

  負債       ７０万円 

  純行政コスト   ４２万円 

 

【連結】 

資産      ３５２万円 

  負債       ７２万円 

  純行政コスト   ４２万円 

 

Ｈ22.3.31現在人口 425,876人 

Ｈ２１年度 Ｈ２０年度 

【単体】 

3,032億円（負債） 

              ＝25.1％ 

1兆 2,073億円（純資産） 

 

 

【連結】 

3,196億円（負債） 

              ＝26.3％ 

1兆 2,143億円（純資産） 

 

 

 

 

【単体】 

2,985億円（負債） 

              ＝25.1％ 

1兆 1,877億円（純資産） 

 

 

【連結】 

3,052億円（負債） 

              ＝25.5％ 

1兆 1,950億円（純資産） 

 

 

 

 

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 



 

６ 用語解説 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

資金 現金や預金など 

債権 未収金や貸付金など将来回収して資金となるもの 

投資等 出資金，出損金，基金，積立金など 

事業用資産 公共サービスの用に供されている資産でインフラ資産以

外の資産（例：庁舎，学校など） 

棚卸資産 販売または加工を目的として保有する資産 

インフラ資産 道路，公園等の社会基盤となる資産 

引当金 流動負債の引当金 

 基準日において，次回のボーナス時に賞与として職員に

支払わなければならない金額 

非流動負債の引当金 

 退職金として全職員に支払わなければならない金額 

公債 地方公共団体が資産形成する時などに発行する地方債 

    

 

（２）行政コスト計算書 

業務関連費用 地方債償還の利子，外郭団体の営業外費用など 

他会計への移転支出 特別会計への繰出金などの資金移動 

業務収益 施設使用料など，業務による収益 

業務関連収益 税等の延滞金，実費徴収金，返還金，競輪に関する販売収

入等 

 

 

（３）純資産変動計算書 

期首純資産残高 前年度末の純資産の額 

純経常費用 行政活動に係る費用のうち，人的サービスや給付サービス

など，資産形成につながらない行政サービスに係る費用

（行政コスト計算書の[経常費用－経常収益]に一致） 

長期金融資産形成 長期の貸付金，有価証券，基金，積立金の増加 

評価・換算差額等の 

変動 

固定資産や金融資産などの再評価による増減 

 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

元本償還支出 地方債や借入金の元本償還にかかる支出 
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